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平成27年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ 

（平成27年３月31日） 
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いては、遡って４月から算定しても差し支えない。 

   ただし、６月以降に当該計画を策定し都道府県に提出した事業所について

は、提出のあった月からの算定となる。 
  

(就労継続支援B型の対象者） 

問52 平成27年度から、特別支援学校卒業者等が就労継続支援B型を利用する

に当たっては、就労移行支援事業所によるアセスメントを受けることとさ

れているが、障害者の通える範囲に就労移行支援事業所がないなど、就労

移行支援事業所によるアセスメントが困難な場合にはどのように対応す

るのか。 

（答） 

 ○ 就労継続支援B型の利用を希望する障害者が通える範囲に就労移行支援事

業所がない場合、就労移行支援事業所による施設外支援を活用し、障害者が

通っている特別支援学校等でアセスメントを実施することが可能である。 

   また、就労移行支援事業所によるアセスメントが困難な場合、障害者就業・

生活支援センターによるアセスメントを受けた場合には、就労継続支援B型

の利用が可能である。 
 

（今回の改定に伴い、以下のＱ＆Ａについて削除） 

平成24年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（平24.8.31）問84 

障害福祉サービスに係るＱ＆Ａ（指定基準・報酬関係）（平19.12.19）問14 

 
 
６．相談支援 

 

(１) 計画相談支援・障害児相談支援 
 
（特定事業所加算①） 

問53 特定事業所加算の算定要件にある常勤の相談支援専門員の考え方如

何。 

（答） 

 ○ 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について」

（平成18年12月 6日 障発1206001）第二の２の⑶の規定に準じた取扱いと

する。 

    

（特定事業所加算②） 

問54 相談支援給付費の特定事業所加算を取得した事業所は、毎月、「所定の

記録」を策定しなければならないこととされているが、その様式は示さ

れるのか。 

（答） 

○ 次の標準様式に従い、毎月作成し、５年間保存しなければならない。 
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平成　　　　年　　　　月サービス提供分

１　相談支援専門員（常勤・専従）の状況

　　相談支援専門員（現任研修修了者）の状況

２　定期的な会議の開催

３　２４時間連絡体制の確保

４　研修の実施

※　「有」の場合には、研修の実施計画及び実施状況を示した書面を添付すること。

５　基幹相談支援センター等との連携について

兼務　　　　　　　人 兼務　　　　　人

開催日 ⑤　　　　　日④　　　　　日③　　　　　日②　　　　　日①　　　　　日

　利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝
達等を目的とした会議を概ね週１回以上開催している。
　※「有」の場合には、開催記録を添付すること。

有 　　　・　　　 無

計画相談支援・障害児相談支援における特定事業所加算に係る基準の遵守状況に関する記録
（保存用）〔標準様式〕

※　相談支援従事者初任者研修の修了証を添付すること。

相談支援専門員氏名

※　相談支援従事者現任研修の修了証を添付すること。

区　　分 １　新規　　　　２　継続　　　　３　廃止

相談支援
専門員数

人
内
訳

常勤

専従　　　　　　　人

非常勤

専従　　　　　人

　２４時間常時連絡できる体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相
談に対応する体制を確保している。

有 　　　・　　　 無

具体的な方法

（基幹相談支援センター等が開催する事例検討会等がある場合）
当該事例検討会等に参加した。

有 　　　・　　　 無

　参加年月日：
　主催団体名：

※　「有」の場合には、具体的な体制を示した書類の添付でも可とする。

　当該相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対し、
現任研修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施している。

有 　　　・　　　 無

（基幹相談支援センター等から支援が困難な利用者の紹介があった場
合）当該利用者に計画相談支援（障害児相談支援）の提供を開始した。

有　　　・　　　無

（開始件数　：　　　　　　　件）
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（特定事業所加算③） 

問55 特定事業所加算における相談支援従事者現任研修を修了した相談支援

専門員の具体的な取扱いについて示されたい。 

（答） 

 ○ 相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員の取扱いについては、

各月の前月の末日時点で研修を修了している者とし、修了証の写しにより受

講の事実を確認するものとする。 

 

（特定事業所加算④） 

問56 特定事業所加算の要件にある基幹相談支援センター等とは基幹相談支

援センター以外に何が想定されるのか。 

（答） 

 ○ （自立支援）協議会や委託相談支援事業所を想定している。 

なお、当該月に支援困難ケースの紹介実績がない場合でも、加算の算定は

可能である。 

 

（２）地域移行支援 

 

（退院・退所月加算） 

問57 地域相談支援給付決定障害者が、退院又は退所後に他の社会福祉施設

等に入所する場合は、「退院・退所月加算」の算定対象外となっているが、

ここでいう「他の社会福祉施設等」は、具体的に何が想定されるのか。 

（答） 

○ 社会福祉法第 62 条第 1 項に規定する「社会福祉施設」のほか、介護保険

施設、病院、診療所、宿泊型自立訓練事業所、地域移行支援型ホームを想定

している。 
（地域相談支援に関するＱ＆Ａ（平25.2.25）問4の一部改正） 

 

（体験宿泊） 

問58 地域相談支援給付決定者がグループホームでの体験宿泊を希望した場

合、地域移行支援の「体験宿泊加算」とグループホームの「共同生活援助

サービス費（Ⅳ）」（又は「外部サービス利用型共同生活援助サービス費

（Ⅴ）」）のいずれを算定するのか。 

（答） 

○ 利用者が体験宿泊を行う目的により異なる。例えば、指定地域移行支援事

業者が、単身での生活を希望している者に対し、グループホームとしてのサ

ービスではなく単にグループホームの居室を活用して体験的な宿泊支援を

提供した場合は地域移行支援の「体験宿泊加算」を算定する。 

082022
ハイライト表示



23 

 

また、指定共同生活援助事業者（又は外部サービス利用型指定共同生活援

助事業者。以下同じ。）が、グループホームへの入居を希望している者に対し、

指定共同生活援助の支給決定を受けた後、体験的に指定共同生活援助を提供

した場合は「共同生活援助サービス費（Ⅳ）」（又は「外部サービス利用型共

同生活援助サービス費（Ⅴ）」）を算定する。 

 
（今回の改定に伴い、以下のＱ＆Ａについて削除） 

地域相談支援に係るＱ＆Ａ（平25.2.25）問3 

 
（３）地域定着支援 

 

（地域定着支援の利用者） 

問59 居宅において家族と同居している障害者のうち、当該家族等が障害、疾

病等のため緊急時の支援が見込めない状況にある者も利用対象となるが、

「障害、疾病等」の「等」とは具体的に何が想定されるのか。 

（答） 

○ 例えば、家族等が高齢であったり就労している場合や、利用者の障害特性

に起因した理由により家族等に対して他害行為を行うなど、当該利用者への

緊急時の支援が困難な場合が想定される。 

 

 

７．障害児支援 

 

(１) 障害児通所支援 

 

（児童指導員等配置加算） 

問60 留意事項通知２の（１）の①の（五の二）においては、児童発達支援

給付費の算定に必要となる従業者の員数のうち、１以上が児童指導員等

であることとされているが、この「１以上」とは「１人」を配置すれば

よいのか。 

（答） 

○ 支援の時間帯を通じて１人以上を配置しているものとして都道府県知事

に届け出た場合に算定することができる。 

 

（指導員加配加算） 

問61 「児童指導員等を配置する場合」の算定要件は何か。 

（答） 

○ 指導員加配加算の「児童指導員等を配置する場合」は、 

① 児童指導員等配置加算を算定していること 
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